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国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 

公共建築工事標準仕様書（令和７年版）公共建築改修工事標準仕様書（令和７年版） 

講 習 会 の ご 案 内 

趣 旨 
「公共建築工事標準仕様書」（以下「標準仕様書」という。）、「公共建築設備工事標準図」（以下「設備標

準図」という。）及び「公共建築改修工事標準仕様書」（以下「改修標準仕様書」という。）は、各府省庁

が官庁営繕事業を実施するための「統一基準」として位置づけられています。 

統一基準とは、国家機関による営繕事務の一層の合理化・効率化のため、各府省庁の使用する基準類が

統一化されたもので、平成 15年 3月に開催された「官庁営繕関係基準類等の統一化に関する関係省庁連

絡会議」において、技術基準類及び工事書式類が「統一基準」として初めて決定されています。 

標準仕様書及び改修標準仕様書は、公共建築工事において使用される材料、機材、工法等について標準

的な仕様が取りまとめられたものであり、契約図書のひとつとして使用されています。一方、設備標準図

は、標準仕様書等で規定されている機材の形式、形状、施工要領例が示されており、標準仕様書等と一体

として適用することを前提に作成されているものです。これら標準仕様書等は、建築物の品質・性能の確

保、設計図書作成の効率化及び施工の合理化が図られることを目的としており、3年ごとに改定されてい

ます。今般、標準仕様書及び改修標準仕様書は、働き方改革、生産性向上への配慮といった国としての施

策への対応、関係法令、基準・規格等との整合、全国的な市場性や施工実態を踏まえた仕様の見直しがな

され、令和７年版として国土交通省のホームページにおいて公表されました。 

公共建築協会及び建築保全センターでは、これら標準仕様書等について、より分かりやすく編集すると

ともに参考となる資料を追加し、それぞれ『公共建築工事標準仕様書（建築工事編、電気設備工事編、機

械設備工事編）令和７年版』、『【電子版】公共建築工事標準仕様書（建築工事編）令和７年版』、『公共建

築設備工事標準図（電気設備工事編、機械設備工事編）令和７年版』、『公共建築改修工事標準仕様書（建

築工事編、電気設備工事編、機械設備工事編）令和７年版』、『【電子版】公共建築改修工事標準仕様書（建

築工事編、電気設備工事編、機械設備工事編）令和７年版』として取りまとめ、国土交通省大臣官房官庁

営繕部の監修を受けて刊行するとともに、これら図書について十分理解を深めていただくことにより、良

質な建築物の整備に資するべく、講習会を開催することといたしました。 

 

1.主 催      一般社団法人 公共建築協会  ・  一般財団法人 建築保全センター 

2.後 援(予定）国土交通省 

3.協 賛(予定) 

建  築  (一社)日本建設業連合会、(一社)全国建設業協会、(一社)日本建設業経営協会、(一社)全国中小建設業協会、 

 (公社)日本建築士会連合会、(一社)日本建築士事務所協会連合会、(公社)日本建築家協会、 

(公社)日本建築積算協会、(公社)全国ビルメンテナンス協会、 全国ビルリフォーム工事業協同組合、 

(一社)日本塗装工業会、(一社)全国防水工事業協会、(一社)日本防水材料協会、（一社）建築開口部協会、 

日本建設インテリア事業協同組合連合会、(公社)日本ファシリティマネジメント協会 

電気設備  (一社)日本電設工業協会、(一社)建設電気技術協会、(一社)日本設備設計事務所協会連合会、 

(一社)建築設備技術者協会、全日本電気工事業工業組合連合会 

機械設備  (一社)日本空調衛生工事業協会、(一社)日本設備設計事務所協会連合会、 

(一社)建築設備技術者協会、全国管工事業協同組合連合会      

４．開催地及び開催日等 

開 催 地 種別 開催日 定員 会 場 ・ 所 在 地 

大阪市 

（大阪会場） 

建築 

電気 

機械 

６月 17日(火) 

６月 18日(水) 

６月 19日(木) 

120 

80 

80 

大江ビル貸会議室     TEL 06-6946-3939 

6/17 13階 2.3.5.6会議室 6/18,6/19 13階 3.5.6会議室 

〒540-0011大阪市中央区農人橋１-1-22 

神戸市 

(神戸会場) 

建築 

電気 

機械 

７月９日(水) 

７月 10日(木) 

７月 11日(金) 

80 

50 

50 

兵庫中央労働センター   TEL 078-341-2271    

7/9,7/10大ﾎｰﾙ 7/11小ﾎｰﾙ 

〒651-0011神戸市中央区下山手通 6-3-28 

京都市 

(京都会場) 

建築 

電気 

機械 

8月５日(火) 

8月６日(水) 

8月７日(木) 

80 

50 

50 

京都府民総合交流プラザ  TEL 075-692-3400 

東館３階 大会議室 

〒601-8047京都市南区東九条下殿田町 70    
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5.講  師     一般社団法人 公共建築協会 ・ 一般財団法人 建築保全センター 

6.使用図書     

・建 築 工 事  図書① 公共建築工事標準仕様書      (建築工事編)   令和 7年版 定価 6,930円（税込） 

図書③ 公共建築改修工事標準仕様書    (建築工事編)   令和 7年版 定価 7,040円（税込） 

図書④【電子版】公共建築改修工事標準仕様書(建築工事編)   令和 7年版 定価 7,040円（税込） 

・電気設備工事 図書① 公共建築工事標準仕様書      (電気設備工事編) 令和 7年版 定価 6,600円（税込） 

図書② 公共建築設備工事標準図      (電気設備工事編) 令和 7年版 定価 5,060円（税込） 

図書③ 公共建築改修工事標準仕様書    (電気設備工事編) 令和 7年版 定価 3,740円（税込） 

図書④【電子版】公共建築改修工事標準仕様書(電気設備工事編) 令和 7年版 定価 3,740円（税込） 

・機械設備工事 図書① 公共建築工事標準仕様書      (機械設備工事編) 令和 7年版 定価 6,600円（税込） 

                   図書② 公共建築設備工事標準図      (機械設備工事編) 令和 7年版 定価 5,060円（税込） 

         図書③ 公共建築改修工事標準仕様書    (機械設備工事編) 令和 7年版 定価 3,300円（税込） 

図書④【電子版】公共建築改修工事標準仕様書(機械設備工事編) 令和 7年版 定価 3,300円（税込） 

※ 各日、図書③、④については、どちらかをお選びください。（建築工事は図書②がありません。） 

※【電子版】は iPad、iPhone専用となります。 

なお、登録された電子メールアドレス宛てにダウンロードのためのシリアルコードを送信します。 

※ 電子版図書をお申込の方で締め切り日以降に受講をキャンセルされた場合、電子版図書のキャンセル 

は出来ません。電子版図書の料金は請求させていただきますので予めご了承ください。 

7．講習会テキスト（参加者全員に配布） 

            『公共建築工事標準仕様書 令和７年版』    講習会テキスト 

『公共建築改修工事標準仕様書 令和７年版』講習会テキスト 

8.参加費 (消費税含む)   

区  分 
建 築 工 事 編 

（受講＋ﾃｷｽﾄ+図書 2冊を含む） 

電気設備工事編 
(受講＋ﾃｷｽﾄ+図書 3冊を含む) 

機械設備工事編 
(受講＋ﾃｷｽﾄ+図書 3冊を含む） 

受 講 のみ 
(建･電･機 各ﾃｷｽﾄ含む) 

公共建築協会会員※１・    

賛助法人会員※２ 
２４,９７０円 ２６,４００円 ２５,９６０円 １１,０００円 

非会員 ２８,２７０円 ２９,７００円 ２９,２６０円 １４,３００円 

振込先・口座名 
三菱 UFJ銀行  谷町支店  普通預金 NO. ０３４７８１０ 

一般
ｲ ｯ ﾊ ﾟ ﾝ

社団
ｼ ｬ ﾀ ﾞ ﾝ

法人
ﾎ ｳ ｼ ﾞ ﾝ

公共
ｺ ｳ ｷ ｮ ｳ

建築
ｹ ﾝ ﾁ ｸ

協会
ｷ ｮ ｳ ｶ ｲ

 近畿
ｷ ﾝ ｷ

地区
ﾁ ｸ

事務局
ｼ ﾞ ﾑ ｷ ｮ ｸ

 

※１公共建築協会正会員及び賛助会員。※２賛助会員（団体）に所属する企業及び団体。 

9.申 込 先   一般社団法人 公共建築協会 近畿地区事務局  TEL 06-6943-7571  

①Web申込  ：http//www.pbaweb.jp  

②E-mail添付：pba-kinki@pba.or.jp 

③FAX申込   ：06-6943-7576 

10.申 込 方 法   ・開催日 2週間前迄に前記申込先へ。①Webからの申込,②E-mailにて申込書を添付して送信, 

③申込用紙をご記入頂き、ＦＡＸ送信 の ①②③いづれかの方法で、お申し込み下さい。 

・請求書は当日会場でお渡しいたします。複数日をお申込みの場合、開催日の早い方にお渡しいたします。 

・請求書を事前にご希望の場合は申込書通信欄へ記載下さい。 

・お申込みは、定員に達し次第締切らせていただきます。 

受講票の発行・受講票は開催の７日前までに申込担当者様にお送りいたします。 

・受講票が開催の７日前までに届かない場合は申込先にお問い合わせください。 

・参加費は講習会終了後の後納で、1ヶ月以内に銀行振込にてお支払いをお願いいたします。 

（振込手数料は別途ご負担くださいますようお願いいたします。） 

・受講票は、当日必ずご持参ください。受講票は回収させて頂きますので、控えのコピーをお取りください。 

11．そ の 他 （1） 当日、欠席の場合は、事前にご連絡ください。（TEL06-6943-7571）  

※注意 欠席の場合、テキスト及び当日配布資料の提供はございません。 

（2） 当日、受講者の変更は差し支えありません。（御名刺を提出してください。） 

（3） 振込み書の控えをもちまして、領収書にかえさせていただきます。 

12.時  間  （受付開始 9:30予定） 

１０時００分～１６時４５分 (建築工事編)  

１０時００分～１６時３０分 (電気設備工事編、機械設備工事編) 
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13.講習会時間割 

 ※建築工事については一部ビデオ講習を併用して行います。 

14．ＣＰＤ制度・認定ファシリティマネージャー資格 

 本講習会は、「建築 CPD運営会議特別認定講習会」として登録しています。また、国土交通省の「営繕業務関係

特別講習会」としての指定を予定しています。講習会当日受講者の確認を行いますので、本人の確認ができる写

真付きの証明書（運転免許証、一級建築士免許証、社員証等）をご持参ください。なお、本講習会は以下の CPD

制度の共通認定プログラムです。「建築 CPD情報提供制度」「JIACPD制度」「建築士会 CPD制度」「建築設備士関係

団体 CPD制度」「APECアーキテクト」「APECエンジニア」「建築・設備施工管理 CPD制度」。 

また、本講習会は、公益社団法人 日本ファシリティマネジメント協会が実施している認定ファシリティマネー

ジャー資格の「資格登録更新講習 B方式」の対象講習会としての認定を受けています。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

  会 場 案 内 図 

建築工事編            

【標準仕様書】 

電気設備工事編           

【標準仕様書･標準図】 

機会設備工事編           

（標準仕様書・標準図） 

10:00～12:00 

（あいさつ） 

改定概要 

【標準仕様書】 

１章 各章共通事項 

４章 地業工事 ～  

７章 鉄骨工事 

９章 防水工事 

12 章 木工事 

15章 左官工事 

10:00～12:00 

（あいさつ） 

改定概要   

【標準仕様書】 

第 1 編 一般共通事項 

第 2 編 電力設備工事 

第 3 編 受変電設備工事 

10:00～12:30 

（あいさつ） 

改定概要 

【標準仕様書】   

第 1 編 一般共通事項 

第 2 編 共通工事 

【改修工事標準仕様書】 

【標準図】 

12:00～13:00 昼 食 12:00～13:00 昼  食 12:30～13:30 昼 食 

13:00～14:05  

【標準仕様書】 

16 章 建具工事 

18 章 塗装工事 

19 章 内装工事 

22 章 舗装工事 

13:00～13:50 

【標準仕様書】 

第 4 編 電力貯蔵設備工事 

第 5 編 発電設備工事 

 

13:30～15:00   

【標準仕様書】 

第 3 編 空気調和設備工事 

第 4 編 自動制御設備工事 

14:05～14:10 休 憩  13:50～14:00 休 憩 15:00～15:10 休 憩 

14:10～15:00 

【標準仕様書】（ビデオ講習） 

 2 章から 23 章のうち、上記以外の章 

14:00～15:20 

【標準仕様書】 

第 6 編 通信･情報設備工事 

第 7 編 中央監視制御設備工事 

第 8 編 医療関係設備工事 

15:10～16:30   

【標準仕様書】 

第 5 編 給排水衛生設備工事 

～ 

第 11 編 医療ガス設備工事 

 

 

 

 

15:00～15:15 休 憩 15:20～15:30 休 憩 

15:15～16:45  

【改修工事標準仕様書】 

15:30～16:30   

【標準図】 

【改修工事標準仕様書】 

大阪会場 

 

 

京都会場 

 

 

神戸会場 
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仕様書 

改修仕様書 
 

「公共建築工事標準仕様書･公共建築改修工事標準仕様書令和７年版」講習会申込書 

会 社・団体等名 
※必須 

（フリガナ） 

 

電話番号 

※必須  

 

ご担当者所属部署 
※必須 

 

 
FAX番号 

 

ご担当者氏名 
※必須 

（フリガナ） 

 

E-mail 

※必須 

 

 

会社・団体等所在地 
※必須 

〒        
銀行振込予定日 令和   ７年    月    日 

※請求書等書類は講習会当日にお渡しします。事前送付等ご希望の場合は下記にチェックをお願い致します。 

□ 見積書・請求書 (両方講習会当日渡し)  □ 請求書（事前送付）    □ 見積書・請求書(両方事前送付) 

□  見積書（見積書のみ事前送付）               □ 請求書（講習会後に送付）□ 請求書等不要                                                                                                

【通信欄】※請求書等の宛先・宛名・日付の指示があれば、ご記入下さい。日付の指定が無い場合、開催日（複数日の場合最終日）を記載します。 

    

◆所要事項に記入し、また、必要に応じて□欄にチェックをつけ金額記入の上、お申し込みください。 

受講者氏名 会場 
受講  

区分 

申込区分 

※図書③④は、③本か 

 ④電子版かを選択下さい。 

受講者区分 
金額          

(税込) 

支払 

方法 

（フリガナ） 

 
□大阪 

 

□神戸 

 

□京都 

□建築 

 

□電気 

 

□機械 

□受講のみ 
 

□図書共 

（図書③の本） 
 

□図書共 

（図書④の電子版） 

□ 正会員 □ 賛助個人会員 

会員番号                

（                       ） 

□ 賛助法人会員 

法人名                 

（                       ） 

□ 非会員 

 

 

 

 

 

円 

後納 E-mail ※図書④電子版の場合必須 

 

 

（フリガナ） 

 

 

□大阪 

 

□神戸 

 

□京都 

□建築 

 

□電気 

 

□機械 

□受講のみ 
 

□図書共 

（図書③の本） 
 

□図書共 

（図書④の電子版） 

□ 正会員 □ 賛助個人会員 

会員番号               

（                       ） 

□ 賛助法人会員 

法人名                 

（                       ） 

□ 非会員 

  

 

 

 

 

円 

後納 E-mail ※図書④電子版の場合必須 

 

 

（フリガナ） 

 

 

□大阪 

 

□神戸 

 

□京都 

□建築 

 

□電気 

 

□機械 

□受講のみ 
 

□図書共 

（図書③の本） 
 

□図書共 

（図書④の電子版） 

□ 正会員 □ 賛助個人会員 

会員番号                

（                       ） 

□ 賛助法人会員 

法人名  

（                       ） 

□ 非会員 

  

 

 

 

 

円 

後納 E-mail ※図書④電子版の場合必須 

 

 

◆振込手数料は、別途ご負担下さいますようお願い申し上げます。 

◆会員確認ができない場合は、その他の非会員となります。 
合 計 

 

円 

  

 

 開催地 建築  電気 機械 会場 住所 

近

畿 

大阪会場 

神戸会場 

京都会場 

6月１７日（火） 

7月 9日(水) 

8月 5日（火） 

6月 18日（水） 

7月 10日(木) 

8月 6日（水） 

6月 19日（木） 

7月 11日(金) 

8月  7日（木） 

大江ビル貸会議室 

兵庫県中央労働センター 

京都府民総合交流プラザ（京都ﾃﾙｻ） 

大阪市中央区農人橋 1-1-22 

神戸市中央区下山手通 6-3-28 

京都市南区東九条下殿田町７０ 

◆お申込先・お問い合わせ先◆ 

 （一社）公共建築協会 近畿地区事務局  TEL 06-6943-7571 

◆お申込方法◆ 

申込書に必要事項をご記入の上、E-mail pba-kinki@pba.or.jp へ添付して送信 

又は F A X 06-6943-7576 へ送信してください。 

※公共建築協会 HP からもお申込できます。  http://www.pbaweb.jp/ 

 

※本申込書に記載された個人情報は本講習実施のための必要書類の作成等及び当協会の刊行物、講習会案内等に使用しますが、それ以外の目的

には使用いたしません。 


